
阿賀野川流域下水道（新井郷川処理区）

運転監視保守業務委託特記仕様書

（目 的）

第１条 本仕様書は、公益財団法人新潟県下水道公社（以下「公社」という。）が定める共

通仕様書のほか、次にあげる施設の運転監視保守業務を適正で効果的に行うため、そ

の必要事項を定めるものである。

１ 施設名称及び場所

(1) 新井郷川浄化センター

新潟市北区名目所１丁目１６７番地

「新井郷川浄化センター全体配置図」（別紙－１）参照

(2) 長戸呂ポンプ場

新潟市北区長戸呂字前田地内（処理場から距離12.5km）

(3) 里ポンプ場

阿賀野市里大字久保田３２６番地（処理場から距離23.0km）

(4) 大月ポンプ場 （マンホールポンプ場）

新潟市北区大月地内（処理場から距離14.5km）

(5) 二ツ山マンホールポンプ場

新発田市真野原外地内（処理場から距離16.5km）

(6) 池ノ端マンホールポンプ場

新発田市池ノ端地内（処理場から距離20.0km）

(7) 金屋マンホールポンプ場

阿賀野市金屋地内（処理場から距離29.0km）

(8) 次郎丸マンホールポンプ場

阿賀野市次郎丸地内（処理場から距離28.0km）

(9) 上高関マンホールポンプ場

阿賀野市上高関地内（処理場から距離18.1km）

(10) 横土居流量計

新潟市北区浦ノ入地内

(11) 三賀流量計

新発田市富塚町１９２０－１

(12) 平林流量計

新潟市北区平林地内

(13) 紫雲寺流量計

北蒲原郡聖籠町真野地内

(14) 高田流量計

新潟市北区上高田内沼地内

(15) 豊浦南部流量計

阿賀野市中ノ通地内

(16) 幹線管渠

新井郷川幹線

「阿賀野川流域下水道（新井郷川処理区）計画図」（別紙－２）参照



（業務対象施設の概要）

第２条 業務の対象施設は次のとおりととする。

１ 新井郷川浄化センター

(1) 供用開始年月

平成１０年３月

(2) 排除方式、処理方法

分流式、標準活性汚泥法

(3) 処理能力、予想流入水量

①全体計画処理能力 79,500ｍ３／日（日最大）

②処理能力 令和６年度 53,350ｍ３／日（日最大）

③予想流入水量 令和６年度 38,248ｍ３／日（日平均）

④予想発生汚泥量 令和６年度 脱水ケーキ 約6,747t（年間）

２ 長戸呂ポンプ場

(1) 供用開始年月

平成１７年３月

(2) 揚水能力

１４．１ｍ３／分

(3) その他

① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（有）

３ 里ポンプ場

(1) 供用開始年月

平成１９年３月

(2) 揚水能力

４．８ｍ３／分

(3) その他

① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（有）

４ 大月ポンプ場 （マンホールポンプ場）

(1) 供用開始年月

平成２０年８月

(2) 揚水能力

２．５ｍ３／分

(3) その他

① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（無）

５ 二ツ山マンホールポンプ場

(1) 供用開始年月

平成１８年４月

(2) 揚水能力

０．３６ｍ３／分

(3) その他



① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（無）

③ 年点検時ユニッククレーン要

６ 池ノ端マンホールポンプ場

(1) 供用開始年月

平成１８年５月

(2) 揚水能力

１．２６ｍ３／分

(3) その他

① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（無）

③ 年点検時ユニッククレーン要

７ 金屋マンホールポンプ場

(1) 供用開始年月

平成２０年３月

(2) 揚水能力

１．２６ｍ３／分

(3) その他

① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（無）

③ 年点検時ユニッククレーン要

８ 次郎丸マンホールポンプ場

(1) 供用開始年月

平成２０年３月

(2) 揚水能力

１．１４ｍ３／分

(3) その他

① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（無）

③ 年点検時ユニッククレーン要

９ 上高関マンホールポンプ場

(1) 供用開始年月

平成２４年３月

(2) 揚水能力

０．６３ｍ３／分

(3) その他

① 沈砂設備の有無（無）

② 自家発電機の有無（無）

③ 年点検時ユニッククレーン要

２ 主要設備

主要設備の概要は「処理設備のフローシート及び主要設備の概要」（別紙－３、４）



による。

３ 点検基準

主要設備の点検基準は「保守点検基準」（別紙－５）による。

（業務内容）

第３条 主な業務内容は、次のとおりとする。

１ 運転操作監視業務

(1) 水処理や汚泥処理施設を適切に維持管理するための運転操作監視業務を次の各号に

示す。

① 水処理、汚泥処理施設は中央監視において24時間連続監視、運転操作、記録、故

障対応、緊急時対応。

② その他中央監視室で監視可能な設備の24時間連続監視、緊急時対応。

③ 汚泥脱水、消化槽加温用ヒーター、し渣貯留設備の運転操作、消化ガス発電設備

の運転操作。

④ 運転日報の打ち出し、管理日報運転記録等帳票の作成。

⑤ 空気調和設備及び換気設備の運転操作。

⑥ 門扉、各棟のドアの開閉（施錠を含む。）、火災及び盗難の予防、不法侵入者の

未然防止・排除に向けた関係機関への連絡、通報。

⑦ 夜間の場内巡回パトロール。

⑧ 中継ポンプ場の24時間連続監視、遠隔操作、故障対応、緊急時対応。

⑨ マンホールポンプ場の24時間連続監視、故障対応、緊急時対応。

⑩ 幹線流量計の24時間連続監視、故障対応、緊急時対応。

⑪ その他の業務遂行上委託者が指示する業務。

(2) 中央監視室のＣＲＴ、グラフィックパネル及び操作卓等の運転監視制御情報処理設備

（以下「監視装置」という。）で施設設備機器（以下「機器」という。）を常に正常な

状態で設備本来の機能を十分発揮できるように運転監視を行うこと。

(3) 監視制御装置により機器の異常及び故障を監視し、異常及び故障が発生した場合は迅

速に対応し、機器の正常な運転を確保すること。

(4) 機器の運転操作、切換は、中央監視室の監視制御装置または現場操作盤において行う。

なお、その運転操作時は、現場と中央監視室で十分に連絡をとりながら行うこと。

(5) 機器等の異常、故障時は的確な判断により、連絡、報告、原因調査及び応急措置を行

うこと。

(6) 自然災害及び事故発生時の連絡、報告及び適切な措置を行うこと。

(7) 中央監視室内は常に清潔にし、整理整頓を心掛けること。

２ 保守点検整備業務

(1) 施設設備機器（以下「機器」という。）の保守点検整備（以下「点検」という。）は、

日常点検、定期点検、臨時点検及び整備とし、各目的に応じて行い、機器の状態を良好

に保ち長期間使用に耐えるよう努力すること。

(2) 機器の点検、調整及び保護装置の確認。

(3) 機器の給脂、潤滑油の交換、油面の点検及び記録。

(4) 関係法令により義務づけられた点検及び記録。

(5) 電気設備の絶縁抵抗、及び接地抵抗等の測定。（自家用電気工作物保安規程に基づく

保安業務を含む。）

(6) 非常用自家発電装置の起動試験及び点検整備。（ただし簡易なもの）



(7) 放流水の透視度、反応タンク混合液の沈効率等の測定

(8) 空気調和設備、換気設備等の建築付帯設備の点検。

(9) 機器の修繕、補修及び塗装業務。

(10) 汚泥脱水業務実施前後の機器の点検及び整備

(11) 各水槽（上水及び処理水用）等の排水及び清掃。

(12) 機器の清掃及び業務実施場所の清掃。

(13) 点検の記録及び報告。

(14) 降雪前後の年２回、幹線マンホール蓋すり付け高の調査点検（内、年１回の蓋の開放

点検を含む）。

(15) 二ツ山、池之端、金屋、次郎丸及び上高関マンホールポンプ場の年点検時における交

通誘導員の配置。

(16) その他、業務遂行上委託者が指示する業務。

３ 水質及び汚泥等分析補助業務

(1) 流入下水及び水処理状況の監視。

(2) 放流水の透視度、反応タンク混合液の沈降率等の測定。

(3) 水処理施設や汚泥処理施設を適切に維持管理するための水質及び汚泥等の分析補助業

務を次の各号に示す。

試験項目は「公益財団法人新潟県下水道公社各処理区水質及び汚泥試験等測定項目」

(別紙－６)に示す。なお、現場の状況に応じて両者の協議により変更する場合がある。

① 日常試験（開庁日） ⑧ ポンプ場等流入水試験

② 中試験（週１回） ⑨ 通日試験（年４回）

③ 精密試験（月２回） ⑩ 環境調査

④ 反応タンク試験 ⑪ 各種試験の採水及び採泥

⑤ 汚泥試験 ⑫ 精密試験時の新潟浄化センターへの検体の運搬

⑥ 脱水汚泥試験 ⑬ その他委託者が指示する試験

⑦ 消化ガス試験

４ 事務業務

(1) 公社との業務打合せ及び報告

(2) 日誌、日報、運転記録の整理、その他指示する文章等の作成及び整理

(3) 公社が貸与及び支給した消耗品類の管理

(4) その他業務遂行上委託者が示す業務

５ その他の業務

(1) 建築物周囲の屋外清掃、軽微な草刈及び除雪（詳細は両者の協議とする。）

(2) 建築物内部の清掃

(3) 備品、機器の予備品、特殊工具、消耗品等の整理整頓

(4) 薬品及び燃料等の受け入れ

(5) その他業務遂行上委託者が指示する業務

６ その他の技術業務

(1) 施設設備の増改築、更新等工事に係わる試運転立会い及びこれに伴う操作等の作業

(2) 機器修繕工事等に係わる現場立会い、試運転立会い及びこれに伴う操作等の作業

(3) 点検等で交換を推奨された箇所等の修理や計画的な修理



(4) 場外施設等の保守点検や運転操作に係わる業務

(5) その他業務遂行上委託者が指示する業務

（専門業者委託業務）

第４条 次の各号に掲げる業務は専門業者に委託（予定）するが、日常点検、定期点検等は、

怠りなく行うこと。

① 法定検査

消防法関係点検（消防用設備点検、危険物施設）

労働安全衛生法関係点検（水質試験室の作業環境測定）

② 温水ヒーター排ガス検査、分析検査業務

③ 空気調和設備保守点検業務

④ 植栽管理業務

⑤ 運転監視情報処理装置保守点検業務

⑥ 遠方運転監視制御装置保守点検業務

⑦ 高圧受変電設備保守点検業務

⑧ 負担金算定用流量計測装置保守点検業務

⑨ 直流電源装置保守点検業務

⑩ 高圧遮断機保守点検業務

⑪ 無停電電源装置保守点検業務

⑫ 非常用発電設備保守点検業務

⑬ 特定機器精密保守点検業務

⑭ 管理部門及びガラス（指定する場所を除く。）清掃業務

⑮ 脱水汚泥の搬出及び処分

⑯ し渣及び沈砂の搬出及び処分

⑰ 消化ガス発電設備保守点検業務

（受託者の負担経費）

第５条 業務履行に必要とする備品、消耗品類の費用のうち、次に掲げる指定材料（直接経

費(日本下水道協会の下水道施設維持管理積算要領による)に含まれるものを除く）は

公社よりの供与とする。なお、その受け渡し及び取扱い上の注意事項については、公

社の指示に従うものとする。

１ 指定材料等の範囲

① 電力・上水道・燃料用油類・ＬＰＧ

② 水処理及び汚泥処理用薬剤

③ 潤滑油（剤）、ヒーター薬剤

④ 管理日報用紙・機器記録用紙及び付属消耗品

⑤ 特殊作業工具・測定器具（詳細は両者の協議とする。）

⑥ 補修用資機材（詳細は両者の協議とする。）

⑦薬品（水質試験用試薬）

業務履行に必要とする備品のうち連絡用自動車は、緊急時ﾎﾟﾝﾌﾟ場に可搬式発電機（北越

工業株式会社製 型式：ＳＤＧ６０ＡＳ－３Ｂ１）を持ち運べるﾄﾗｯｸとする。

（有資格者）

第６条 業務に必要な資格者は次のとおりである。

１ 業務に要する資格



①下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２２条第２項に基づく同法施行令第１５
条の３に適合する者

② 第一種電気工事士

③ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習修了者(二種酸欠)
④ 甲種又は乙種第四類危険物取扱者

⑤ クレーン（５ｔ未満）特別教育修了者

⑥ 玉掛け技能講習修了者


